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1.最近 の 動 き/CurrentTopics




4月19H(木)、NISTEPレポ 一一トNo、10「表 彰制 度 か らみた我 が 国の科学 技 術動 向 」
を発 表 した。 本 レポー トは、昭和34年度 か ら平 成元 年度 までの31年間 に、「科 学技
術功 労者 表彰 」の対 象 とな った科 学技 術成 果637件を技術 分野 。技 術分 類 ・先 端 科学
技 術 別 に分 析 した もので、 長浜総 括上 席研 究官 、西 本上 席研 究官 が と りま とめ た
もの で あ る。本 レポ ー トで は、受賞 技術 か らみ た各年 代 の特徴 を調 査分 析 して い る。
す なわ ち、エ960年代 は、総 合的 システム技 術 、1970年代 は 、製 品 ・要素 技術 、1980
年 代 は、先 端科 学技 術 が開発 の 中心 を成 し、科学 技術 の タイプは、重厚 長大 か ら
軽 薄短 小、さ らに は融合化 、高機 能 化へ と漸次 移行 して い るこ とをデ ー タ分析 を通
じて明 らか に して い る。








第 二 次 ソ連 調 査 団(科 学 技 術 グ ル ー プ)





題意識の もとで科学技術の構造分析に取 り組んだ研究例はい くっか存在す るが、








生産量の増分を規定す ることか ら、固定資本形成係数行列を導入 して各産業の生
産量の経年変化の解析を も可能 としている。
この基礎方程式 は下記のように表 され る。
Ax十B△x十c=x(ユ 〉

















の所産ではな く、はるかな過去か ら連綿 と続いて きた研究開発活動の成果 と して、
徐 々に蓄積 されて きた ものである。各産業分野における、このような科学技術知識
のス トックをベース として新 しい製造プロセス、新 しい製品・サー ビスが生み出 さ
れ、それが産業構造を変えて行 くものと考え られる。
それでは、このよ うな科学技術知識の構造をいかに とらえ、また生産活動への影







≡At'1(φ ㍉ ψt 、AttAt)
≡Bt-}-1(ψt ,λt,Bt)
Ot:t期 に お け る 量 を 表 す 。
(xt+1 －xt)十ct=xt
(2)
ここで、 φ,ψ,λは構造変化のパ ラメータと して導入 した ものである。 その具
体的内容の一案 と して、 φを研究開発用中間材の購入量、ψを研究開発用設備の
購入量、λを知識ス トックとな りうる研究人件費 と想定 した。A,Bのこれ らパ ラ
メータに関す る具体的な関数形は、多 くの研究開発事例の実例調査結果を もとに
推計すべ きものである。また、これ ら研究開発活動に関連するパラメータの実際の
値を推定す るために必要な統計データとしては蕊 務庁が毎年行 っている「科学技
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術研究調査」が最 も詳 しい。この調査結果によ り、各産業分野がいか なる製品分野
に研究開発投資を行 っているかがわか る。また、研究開発活動の成果を捕捉 ・評価
す る補完的手段 として特許出願 のデータや学会発表のデータも既存のデータベー
スか ら入手 し利用す ることがで きる。本研究では、以上のような検討結果を念頭 に
おいて、現実 に得 られるデータを具体的に適用す るために、既存の産業連関表をい
かに拡張すれば良いかを検討 した。その結果、各産業(あるいは企業)の経済活動を
生産部門 と研究開発部門 に分離 して、それぞれの投入産出関係を明示することを
提案 した。また、研究開発投資の蓄積 としての知識ス トックを連関表中に明記する
こと、さらに新製品の影響 を取 り扱え るように産業連関表 を動学的に拡張す る方
法 について検討 した。
本研究 グループで は、これ まで述べてきた科学技術連関モデルに関する理論的
枠組みの研究 と並行 して、これ らを実際の企業活動 と対応 した現実味のある体系
とするため、産業界 にお ける研究開発の実状 について調査 を実施 している。
この調査は本年1月か ら4月にかけて実施 し、研究開発を大規模 に行 って いる民
間企業約20社の協力を受 けて、全社的な研究開発の状況及 び各社で実施 した典型 ・
的な研究開発プロジェク トの詳細 な情報を提供 して頂いた。結果は現在分析中で
あるが、ひとくちに研究開発 といって も、その態様には種 々の型があり、これ らを
個別に分析 ・評価す ることが連関モデルの枠組みと して重要であることがわか っ
た。
以上述べて きたように、この研究では科学技術知識 とい う複雑な概念を数量化
し、それが産業 に与える影響を評価す るとい う困難な課題に挑戦 して いるもので
ある。これ までの検討により、その枠組みの基本的構想を構築で きたもの と考えて
お り、今後は既存の統計データ、企業調査で得 られたデータ等をもとに科学技術連
関の具体的モデルを作成 し、実証分析へ と進めて行 きたい と考えている。
(第1研究 グループ)
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日本化学会の現状 と問題点及び今後の活動方針 にっいてお話 しします。
日本化学会は、1878年 に創立され1ユ2年 を経過 しています。会員数は現
在約3万8千 人で順調に増加 してお ります。世界では米、英、西独、 日本が四大
化学会です。米国の会員数は約13万5千 人、予算はケ ミカル ・アブス トラク ト
等の発行を行 っている関係で約188億 円であ ります。 日本の場合、予算は約9
億円でその差は大きい ものの、年間発表件数や年会参加者数をみます と、米 国が
それぞれ約6千6百 件、約2万1千 人であるのに比べて 日本では約5千6百 件、
約1万2千 人で余 り遜色あ りません。
化学会の今後の活動は、事業(雑 誌、化学教育 と啓蒙、学術交流 ・協同事業、
提言と報告等)、 部会 ・研究会 ・専門委員会の活動、現在建設中の新化学会館の
運営と大 きくわけて3つ になります。
これ らの うち事業の主な ものにっいて紹介 します。 まず、学術雑誌ですが、化
学会では 日本化学会誌 、BulletinofTheChemicalSocietyofJapan、Chemis
tryLettersの三諦を発行 しています。 これ らに対す る国際的評価の上昇 と、国
内 ・国外か ら投稿者が増加す ることを希望 しています。 これ らの雑誌はサーキュ
レー ションが少ないため、有力な研究者 は外国の著名 な学術雑誌に投稿す ること
が多 く、一部にこの問題点を承知 しっっ国内雑誌で研究発表をする方がお られ る
ものの、全体の投稿者は減っています。海外か らの投稿者 もあまり増えていませ
んで、財政上の事情か ら投稿者にお願い している論文誌の講読や別刷の購入等が
足棚にな っているためだと思います。実際、経済的な問題 もあろうか とこの点を
あまり強 くい っていないア ジアか らの投稿は増えています。
又、年会における研究発表をみ ると他の学会に比べ企業か らの発表件数割合が
7%と少ない ことも、国内投稿者の少ない原因の一つです。化学系企業の研究は
ノウハ ウ的な ものが多 く、発表 して公にす るわけにいかないとい う事情 もあ りま
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すが、最近の基礎研究への意欲の高 まりか ら発表件数 ・投稿者数 も増加すると思
います。
次は、化学教育 と啓蒙についてです。将来予想 されて いる化学者の絶対数の不
足や、製造業 ・技術離れ等、 このままでは日本の化学工業はどうなってい くのか
という不安が大 きい訳ですが、化学を親 しみ易 くするとか、化学現象への興味を
持たせるという事が大切だと思います。そのために早期(初 等中等教育)の 化学
教育実施、理科指導要領策定に対す る影響力強化、化学展や 「化学への招待」の
開催等の対策を進め、国際化学オ リンピック(各 国の高校生が4名 つつ参加 し、
量子化学、反応論等高度な問題 にチャレンジし、記憶でな くものを読む力や創造
性を試 されます)へ の参加 も検討 しています◎更に、大学入試問題の改革(暗 記
か ら理解へ)、 大学での教育 と研究の両立を 目指 して大学院修士過程のカ リキ ュ
ラムの改善、大学院制度の弾力化等の提言を考えてお ります。
日米の企業同士の協同研究に参加 した経験か ら申 します と、会議の場において
日本側か ら出されたアイデアには基礎 的な考慮のされた ものでない思 いついただ
けの ものが多 く、基礎的な教育が しっかりとなされてい るアメ リカ側か ら簡単に
論破 され ることが多かったようです。 これなどは教育のひずみによるものである
と思 います。又、企業 におけるリカ レソ ト教育のために、昨年の1◎ 月か ら大学
院講座をお こな っています。先端的 トピックスを中心 に先進の方を講師に して、
2～3日 間集中的に取 り組む とい うもので、産業界の研究 ・技術者 にとって必要
な基礎学力と思考力の養成 に役立っ と考えています。 これ らのことを総合的に検
討する場 と して、本年か ら化学教育の基本問題検討委員会を設置する予定です。
学術交流 ・協同事業 により、単に専門家の交流の場 とい うのではなく、国内外
に向か って開かれた化学会を 目指 していこうと考えています。具体的 には、科学
技術庁や通商産業省、 日本化学工業協会や新化学発展協会等 と産 ・官 ・学の交流
を持ち基本的な問題を検討 した り、環太平洋国際化学会議やア ジア化学連合への
参加とこれ らの会議の招鴉等です。
「提言と報告」は最近の化学会の大 きな仕事になって きています。平成元年 に




専門的部会の設置、産 ・学 ・官協同研究 システムの推進、人材育成、学会の体制
整備等を提言 しています。専門的部会の設置は、学際分野を対象 と した新 しい学
会の増加 に対応するもの です。 これ らの学会は、小規模であるがため将来は財政
的に運営が困難となることが考え られますが、化学会の中に これ らの分野 を対象
にした専門的部会(division)を設置 して学会規模を拡大 し、財政的な問題が出
ないようにしていこうというものです。
最後に、最近行 っている提言 にっいてお話 します。大学 における基礎研究 は校
費でな されていますが、昔か らほ とん ど横這いです し、 日本の全大学の一人当た
り研究施設の平均面積は11田2で、他 国に比べ非常 に狭 く貧弱です。 これ らの基
本的な問題の解消のため、 日本の経済力に見合った基礎研究投資や施策 による支
援を政府 に提言 していこうと考えています。
(本稿 は、講演の骨子を当所でまとめた ものです。 第2調 査研究グループ)
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◎人事往来/Staff
O4月1日付で、情報 システム課長佐原卓氏が 日本科学技術情報セ ンターへ転出 し、
後任には、日本科学技術情報セ ンターより高野勝宏氏が転任 した。
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